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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板の関心領域を１つまたは複数の荷電粒子ビームを使用して走査するシステムであっ
て、
　荷電粒子光学系を有する照射モジュールと、
　前記基板と前記荷電粒子光学系の間に－Ｙ方向の相対運動を導入するステージと、
　荷電粒子ビームによる同じ関心領域の複数の走査に応答して前記基板から発散した電子
を集める画像化モジュールであって、前記複数の走査の少なくとも２つの走査は、少なく
とも１つの画像取得条件が互いに異なる、画像化モジュールと
　を備え、
　＋Ｘ方向と－Ｘ方向に前記関心領域の前記走査中に＋Ｙ方向に前記荷電粒子ビームの反
対運動を実行し、それによって前記基板と前記荷電粒子光学系の間に導入された前記相対
運動を無効にするように前記荷電粒子光学系が配置され、
　前記荷電粒子光学系が、＋Ｘ方向の前記関心領域の少なくとも１回の走査と－Ｘ方向の
前記関心領域の１回の走査の間で前記－Ｙ方向に前記荷電粒子ビームの移動を実行するよ
うに配置される、システム。
【請求項２】
　前記照射モジュールは、前記電荷粒子ビームを発生するように構成されており、
　前記システムは、更に、前記ステージ及び前記照射モジュールに動作可能に接続される
制御装置であって、関心領域を走査するように前記照射モジュールを制御しながら、関心
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領域の走査中に、機械的走査パターンに沿って連続的に一定速度で、前記ステージを移動
させるように構成された前記制御装置を備え、
　前記制御装置は、更に、前記関心領域の走査中に前記ステージの機械的移動を無効にす
るように、前記関心領域の走査中に、前記荷電粒子ビームの反対運動を実行するための前
記照射モジュールを制御するように構成される、
　請求項１に記載のシステム。
【請求項３】
　前記荷電粒子ビームの反対運動の実行が、前記荷電粒子ビームを前記ステージの移動の
方向に移動させることを含む、請求項２に記載のシステム。
【請求項４】
　前記基板を一定の速度で移動させることによって前記相対運動を導入するように前記ス
テージが配置されており、鋸歯形の制御信号の制御下で前記荷電粒子ビームの前記反対運
動を実行するように前記荷電粒子光学系が配置されている、請求項１に記載のシステム。
【請求項５】
　ステージ位置情報に応答して前記荷電粒子ビームの位置を調整する制御信号を生成する
ように配置された制御装置を更に備える、請求項１に記載のシステム。
【請求項６】
　基板の複数の関心領域を１つまたは複数の荷電粒子ビームを使用して走査するシステム
であって、
　荷電粒子光学系を有する照射モジュールと、
　前記基板と前記荷電粒子光学系の間に相対運動を導入するステージと、
　荷電粒子ビームによる前記関心領域の走査に応答して前記基板から発散した電子を集め
る画像化モジュールと
　を備え、
　前記関心領域の前記走査中に前記荷電粒子ビームの反対運動を実行し、それによって前
記関心領域の前記走査中に前記基板と前記荷電粒子光学系の間に導入された前記相対運動
を無効にするように前記荷電粒子光学系が配置され、
　前記関心領域の少なくとも２つは、形状又大きさの少なくとも一方が互いに異なり、
　前記関心領域は、前記システムの単一の視野内にあり、
　前記関心領域は、前記関心領域の間にある前記単一の視野内のエリアがスキップされる
一方で走査される、システム。
【請求項７】
　前記荷電粒子光学系が、単一の荷電粒子ビームを発生させる単一の荷電粒子カラムと、
それぞれの荷電粒子カラム構造体が単一のビームを発生させている多重荷電粒子カラム構
造体と、複数の荷電粒子ビームを発生させる単一の荷電粒子カラムとからなるグループの
うちの１つである、請求項６に記載のシステム。
【請求項８】
　前記基板がウエハである、請求項６に記載のシステム。
【請求項９】
　前記基板がレチクルである、請求項６に記載のシステム。
【請求項１０】
　前記荷電粒子ビームが電子ビームである、請求項６に記載のシステム。
【請求項１１】
　前記荷電粒子ビームがイオンビームである、請求項６に記載のシステム。
【請求項１２】
　全ての前記関心領域の全体の面積が前記基板の面積の小部分である、請求項６に記載の
システム。
【発明の詳細な説明】
【背景技術】
【０００１】
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　電子ビーム検査ツールは、高い分解能を示すが比較的に低速である。高分解能の電子ビ
ームでウエハ全体を走査すると非常に長い時間がかかり、したがって、このことが電子ビ
ームシステムの用途を制限する可能性がある。
　高スループットおよび高分解能でウエハを検査するシステムおよび方法の必要性が高ま
っている。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００２】
　関心領域（ｒｅｇｉｏｎ　ｏｆ　ｉｎｔｅｒｅｓｔ）を電子ビームを使用して検査する
方法およびシステム。
【課題を解決するための手段】
【０００３】
　本発明の一実施形態によれば、基板の複数の関心領域を１つまたは複数の荷電粒子ビー
ムを使用して走査するシステムであって、荷電粒子光学系（ｃｈａｒｇｅｄ　ｐａｒｔｉ
ｃｌｅ　ｏｐｔｉｃｓ）を有する照射モジュールと、基板と荷電粒子光学系の間に相対運
動を導入するステージと、前記１つまたは複数の荷電粒子ビームによる関心領域の走査に
応答して基板から発散した電子を集める画像化モジュールとを備え、関心領域の走査中に
荷電粒子ビームの反対運動（ｃｏｕｎｔｅｒｍｏｖｅｍｅｎｔ）を実行し、それによって
関心領域の走査中に基板と荷電粒子光学系の間に導入された相対運動を無効にするように
荷電粒子光学系が配置されたシステムが提供される。
　本発明の一実施形態によれば、関心領域の長さが０．２５μｍ～２μｍの間の範囲にあ
り、関心領域の走査中のステージの移動の長さが０．２５μｍ～２００μｍの間の範囲に
ある。基板は、ウエハまたはレチクル、フォトマスクなどとすることができる。
　本発明の一実施形態によれば、このシステムが、関心領域の走査中に、荷電粒子ビーム
を、第１の方向および第１の方向に対して向きが定められた第２の方向に沿って、ある走
査パターンで移動させるように配置された荷電粒子光学系を含み、荷電粒子ビームの反対
運動の実行が、荷電粒子ビームを第１の方向に沿って移動させることを含む。
【０００４】
　本発明の一実施形態によれば、基板を一定の速度で移動させることによって相対運動を
導入するようにステージが配置されており、鋸歯形の制御信号の制御下で荷電粒子ビーム
の反対運動を実行するように荷電粒子光学系が配置されている。
　本発明の一実施形態によれば、このシステムが、荷電粒子ビームと関心領域の走査の組
合せごとに、ステージ位置情報に応答して荷電粒子ビームの位置を調整する制御信号を生
成するように配置された制御装置をさらに備える。
　本発明の一実施形態によれば、荷電粒子光学系が、単一の荷電粒子ビームを発生させる
単一の荷電粒子カラムと、それぞれの荷電粒子カラムが単一のビームを発生させている多
重荷電粒子カラム構造体と、複数の荷電粒子ビームを発生させる単一の荷電粒子カラムと
からなるグループのうちの１つである。
　本発明の一実施形態によれば、荷電粒子ビームが電子ビームである。本発明の別の実施
形態によれば、荷電粒子ビームがイオンビームである。
　本発明の一実施形態によれば、このシステムが、前記１つまたは複数の荷電粒子ビーム
で基板の表面全体を走査するように配置されている。本発明の一実施形態によれば、全て
の関心領域の全体の面積がウエハの面積の小部分（ｆｒａｃｔｉｏｎ）である。本発明の
別の実施形態によれば、少なくともいくつかの関心領域の面積が視野の１パーセントより
も小さい。
　本発明の一実施形態によれば、基板の複数の関心領域を走査する方法であって、基板と
荷電粒子光学系の間に相対運動を導入すること、および、相対運動の導入中に、１つまた
は複数の荷電粒子ビームによって関心領域を走査することを含み、走査することが、関心
領域の走査中に荷電粒子ビームの反対運動を実行し、それによって基板と荷電粒子光学系
の間に導入された相対運動を無効にすることを含み、この方法がさらに、前記１つまたは
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複数の荷電粒子ビームによる関心領域の走査に応答して基板から発散した電子を集めるこ
とを含む方法が提供される。
【０００５】
　この方法は、関心領域の走査中に、荷電粒子ビームを、第１の方向および第１の方向に
対して向きが定められた第２の方向に沿って、ある走査パターンで移動させることを含む
ことができ、荷電粒子ビームの反対運動の実行は、荷電粒子ビームを第１の方向に沿って
移動させることを含む。
　この方法は、基板を一定の速度で移動させることによって相対運動を導入すること、お
よび鋸歯形の制御信号の制御下で荷電粒子ビームの反対運動を実行することを含むことが
できる。
　この方法は、荷電粒子ビームと関心領域の走査の組合せごとに、ステージ位置情報に応
答して荷電粒子ビームの位置を調整する制御信号を生成することを含むことができる。
【０００６】
　関心領域の長さは０．２５μｍ～２μｍの間とすることができ、関心領域の走査中のス
テージの移動の長さは０．２５μｍ～２００μｍの間とすることができる。
　荷電粒子光学系は、単一の荷電粒子ビームを発生させる単一の荷電粒子カラムと、それ
ぞれの荷電粒子カラムが単一のビームを発生させていてもよい多重荷電粒子カラム構造体
と、複数の荷電粒子ビームを発生させる単一の荷電粒子カラムとからなるグループのうち
の１つとすることができる。
　基板はウエハとすることができる。
　基板はレチクルとすることができる。
　荷電粒子ビームは電子ビームとすることができる。
　荷電粒子ビームはイオンビームとすることができる。
【０００７】
　走査することは、前記１つまたは複数の荷電粒子ビームで基板の表面全体を走査するこ
とを含むことができる。
　全ての関心領域の全体の面積はウエハの面積の小部分であることができる。
　少なくともいくつかの関心領域の面積は視野の１パーセントよりも小さくてもよい。
　この方法は、前記１つまたは複数の荷電粒子ビームによる同じ関心領域の複数回の走査
に応答して基板から発散した電子を集めることを含むことができ、この複数回の走査のう
ちの少なくとも２回の走査の少なくとも１つの画像取得条件が互いに異なる。
　少なくとも２つの関心領域の形状とサイズのうちの少なくとも一方が互いに異なる。
　本発明とみなされる主題は、本明細書の結びの部分に具体的に示され、明瞭に主張され
ている。しかしながら、構成および動作方法とその目的、特徴および利点の両方に関して
、本発明は、添付図面と照らし合わして読まれたときに以下の詳細な説明を参照すること
によって、最もよく理解されうる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】本発明の一実施形態に基づくウエハおよびシステムを示す図である。
【図２】本発明の一実施形態に基づくウエハ、機械的移動パターン、ウエハの一エリアお
よび複数の関心領域を示す図である。
【図３】本発明の一実施形態に基づく第１の走査パターン、第１の走査パターンの第１の
反対運動成分およびこの走査パターンの別の成分を示す図である。
【図４】本発明の一実施形態に基づくウエハの一エリアおよび複数の関心領域を示す図で
ある。
【図５】本発明の一実施形態に基づくシステムおよびウエハを示す図である。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
　図解を単純かつ明瞭にするために、図に示された要素は必ずしも一定の尺度では描かれ
ていないことが理解されよう。例えば、明瞭にするために、図に示された要素のうちのい
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くつかの要素の寸法が他の要素に比べて誇張されていることがある。また、適当と考えら
れる場合には、対応する要素または類似の要素を指し示すために、図の間で参照符号が繰
り返されていることがある。
　本発明の完全な理解を提供するため、以下の詳細な説明には多くの具体的な詳細が記載
されている。しかしながら、それらの具体的な詳細がなくとも本発明を実施することがで
きることを当業者は理解しよう。また、本発明を不明瞭にすることがないように、周知の
方法、手順および構成要素については詳細には記載しなかった。
【００１０】
　本発明とみなされる主題は、本明細書の結びの部分に具体的に示され、明瞭に主張され
ている。しかしながら、構成および動作方法とその目的、特徴および利点の両方に関して
、本発明は、添付図面と照らし合わして読まれたときに以下の詳細な説明を参照すること
によって、最もよく理解されうる。
　図解を単純かつ明瞭にするために、図に示された要素は必ずしも一定の尺度では描かれ
ていないことが理解されよう。例えば、明瞭にするために、図に示された要素のうちのい
くつかの要素の寸法が他の要素に比べて誇張されていることがある。また、適当と考えら
れる場合には、対応する要素または類似の要素を指し示すために、図の間で参照符号が繰
り返されていることがある。
【００１１】
　本発明の図示された実施形態は、そのほとんどが、当業者に知られている電子構成要素
および電子回路を使用して実現することができるため、上に示されているとおり、本発明
の根底にある着想を理解および認識するためおよび本発明の教示を不明瞭にしたりまたは
本発明の教示から逸れたりしないために必要と考えられる範囲を超えて詳細は説明されな
い。
　本明細書における方法に対する一切の論及は、その方法を実行することができるシステ
ムに、必要な変更を加えて適用されるべきであり、コンピュータによって実行されたとき
にその方法を実行する命令を記憶した非一時的コンピュータ可読媒体に、必要な変更を加
えて適用されるべきである。
【００１２】
　本明細書におけるシステムに対する一切の論及は、そのシステムが実行することができ
る方法に、必要な変更を加えて適用されるべきであり、そのシステムが実行することがで
きる命令を記憶した非一時的コンピュータ可読媒体に、必要な変更を加えて適用されるべ
きである。
　本明細書における非一時的コンピュータ可読媒体に対する一切の論及は、その非一時的
コンピュータ可読媒体に記憶された命令を実行することができるシステムに、必要な変更
を加えて適用されるべきであり、非一時的コンピュータ可読媒体に記憶された命令を読み
取ったコンピュータが実行することができる方法に、必要な変更を加えて適用されるべき
である。
　本発明の一実施形態によれば、関心領域を電子ビームによって走査する方法およびシス
テムが提供される。全ての関心領域の合計サイズはウエハの全体サイズに比べて小さく、
したがって、関心領域だけを高分解能走査すると検査プロセスの速度を速めることができ
る。さらに、ウエハを移動させている間に、反対運動成分を含む走査パターンを使用して
関心領域を走査することができ、このようにすると、機械的移動の速度を減じることなく
走査期間をより長くすることができる。
　次に図１を参照する。図１は、本発明の一実施形態に基づく単一カラム単一ビームシス
テム１０の略図である。システム１０は、荷電粒子ビーム照射モジュール２２を含む。荷
電粒子ビーム照射モジュール２２は、一例として、荷電粒子銃１２の開孔４４から単一の
１次荷電粒子ビーム４１を発生させると仮定される。しかしながら、本発明の範囲は、単
一の荷電粒子ビームの発生だけに限定されず、そのため、複数のビームを発生させるよう
にモジュール２２を構成することもできる。照射モジュール２２と画像化モジュール４７
は電子光学系（ｅｌｅｃｔｒｏｎ　ｏｐｔｉｃｓ）９９を形成する。
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【００１３】
　さらに、本発明の範囲は、特定のタイプの荷電粒子だけに限定されず、電子、およびガ
リウムまたは他の金属イオンなどイオンを含む実質的に全てのタイプの荷電粒子を含む。
一例として、以下の説明では、１次荷電粒子ビームが電子を含むと仮定する。
　モジュール２２は、１つまたは複数の照明レンズ１４、ビームスプリッタ１６および対
物レンズ１８を備え、これらのレンズは集束要素として機能する。１つまたは複数のレン
ズ１４およびビームスプリッタ１６は通常、磁気的に動作するが、このレンズおよび／ま
たはビームスプリッタは、静電動作または静電動作と磁気動作の組合せなど、他のタイプ
の動作を含むこともできる。
　ビーム４１は、照射経路４２に従ってモジュール２２内を進み、軸４８に沿ってウエハ
３９の表面３８に達する。軸４８は通常、この表面と直角に交わる。
【００１４】
　図２は、ウエハ３９、機械的走査パターン１２２および５つのエリア（スライス）１１
１～１１５を示し、５つのエリア（スライス）１１１～１１５は、機械的走査パターン１
２２を形成する５回の繰返し走査の間に画像化される。ウエハ３９は、可動ステージ（図
１に示されたステージ３６）上に装着される。この可動ステージは、３本の直交軸Ｘ、Ｙ
およびＺに対して平行にウエハを平行移動させることができると仮定され、ＸＹ平面は水
平であると仮定される（軸Ｘ、ＹおよびＺは図１に示されているとおりである）。この例
では、走査パターン１２２が、軸Ｙに対して平行な垂直方向１２１と、軸Ｘに対して平行
な直交変位とからなる。本発明は、ウエハと電子光学系との相対運動を提供する方式によ
って限定されないことに留意すべきである。１つまたは複数のレンズ１４、ビームスプリ
ッタ１６および対物レンズ１８は、ビーム４１を整形して、表面３８における開孔４４の
集束像（ｆｏｃｕｓｅｄ　ｉｍａｇｅ）４５にする。本明細書では以後、集束像４５をス
ポット４５とも呼ぶ。図２はさらに、細長い形状（スライス）を有するエリア１１３を示
し、エリア１１３は複数の関心領域１３０を含む。
【００１５】
　図１を再び参照する。図１はさらに、ウエハ３９の機械的走査中のある時点における電
子光学系の視野１３２を示す。
　視野１３２は、ステージ３９の機械的移動なしで電子光学系が見ることができる最大面
積を有することができ、またはそれよりも小さな面積を有することができる。図１はさら
に、関心領域１３０上でのスポット４５のラスタ走査パターン１６０を示す。本発明の実
施形態によれば、スポット４５で一方向に連続的に走査し、次いでスポット４５を直角方
向に変位させる。
【００１６】
　再び図１を参照する。スポット４５は、反射、２次および／または後方散乱電子を、電
子の２次荷電粒子ビーム３５として発生させ、２次荷電粒子ビーム３５は、対物レンズ１
８およびビームスプリッタ１６を通過する。スポット４５からの２次ビームは、画像化経
路４６に従って進み、画像化レンズ２４を通って電子検出器２８に達する。通常はシンチ
レータ結晶または粒状化されたシンチレータ粉末からなる蛍光面である電子検出器２８は
、２次電子ビーム３５を光学的放射に変換し、この光学的放射が、電荷結合検出器（ｃｈ
ａｒｇｅ　ｃｏｕｐｌｅｄ　ｄｅｔｅｃｔｏｒ：ＣＣＤ）アレイなどのイメージャ（ｉｍ
ａｇｅｒ）３０によって画像化される。検出器２８とイメージャ３０は通常、１つのユニ
ットとして結合され、２次ビームの画像化検出器３１として機能して、ビーム電流を示す
信号を生成する。あるいは、画像化検出器３１は、２次ビーム３５を光に変換することな
く直接に検出するアバランシェフォトダイオードアレイを備えることができる。レンズ１
８および２４、ビームスプリッタ１６ならびに画像化検出器３１は、システム１０の画像
化モジュール４７を構成する。画像化モジュール４７によって生成された信号は、記憶装
置３３に結合された処理装置３２に転送される。
【００１７】
　処理装置３２は、銃１２、レンズ１４、ビームスプリッタ１６、対物レンズ１８、画像
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化レンズ２４および画像化検出器３１に結合されて、これらの構成要素の動作およびスポ
ット４５の集束を制御し、さらに、システム１０全体の制御装置として機能する。本発明
は、図１に示されたシステムアーキテクチャだけに限定されないこと、および、さまざま
な構成を有する粒子ビーム画像化システムによって本発明を実現することができることに
留意すべきである。
　ステージ３６は通常、ＸＹ平面内を、機械的走査パターン１２２に沿って、固定された
速度で連続的に移動し、処理装置３２はその間に、関心領域を走査する走査パターンに従
って電子ビームで走査する（それによって走査スポット４５で走査する）。この電子ビー
ム走査パターンは、関心領域ではない領域をスキップすることができる。
【００１８】
　関心領域は、システム１０に供給することができ、またはシステム１０によって検出す
ることができる。これらの関心領域は、システムのオペレータによって、または他の人も
しくは装置によって供給することができる。それらの関心領域は例えば、以前のウエハの
走査に基づいて、または設計情報に基づいて、または光学的検査の結果もしくはより粗い
分解能の他のプロセスの結果に基づいて選択することができる。本発明は、関心領域のタ
イプによって、または関心領域が提供される方式および方法もしくは処理装置３２によっ
て関心領域が生成される方式および方法によって限定されないことに留意すべきである。
【００１９】
　本明細書では以後、処理装置３２が、システムのオペレータからユーザインターフェー
ス４０を介して動作パラメータを受け取ると仮定する。これによって、オペレータは、上
述のシステム構成要素および後述するシステム１０の他の構成要素の設定を調整すること
ができる。処理装置３２はさらに、位置制御装置３４に結合され、位置制御装置３４を操
作する。処理装置の指令の下で、制御装置３４は、ステージ３６を垂直方向に調整するこ
とができる。
　本発明の一実施形態によれば、電子ビーム（それによってスポット４５）によって関心
領域を走査するように電子光学系が配置される。関心領域（１３０）を走査した後、シス
テムは続いて、次の関心領域を走査する。走査する関心領域の順序は前もって設定するこ
とができ、または部分的に無作為とすることができる。この順序は、（ステージ３６の移
動によって可能になる）ウエハの機械的移動を考慮することができ、互いに近くにある関
心領域間で電子ビームをジャンプさせることができる。
【００２０】
　本発明の一実施形態によれば、電子光学系は、関心領域ごとに、（ｉ）ウエハの関心領
域１３０に向かって電子ビームを導くこと、および、ウエハ３９を第１の方向（例えば図
２の垂直方向１２１）に沿って移動させている間に、関心領域（１３０）を、電子ビーム
（１次荷電粒子ビーム４１とも呼ぶ）の第１の走査パターン（１６０）に従って走査して
、関心領域が、第１の期間（ｆｉｒｓｔ　ｐｅｒｉｉｏｄ）中に想像上の固定点（ｓｔａ
ｔｉｏｎａｒｙ　ｐｏｉｎｔ）の前を通るようにすることを繰り返すように配置される。
関心領域１３０は、電子光学系の視野の小部分とすることができ、または視野全体もしく
は視野の部分からなることもできる。したがって、第１の方向に沿った関心領域の長さに
等しい距離をウエハ３９が移動する時間が第１の期間である。
　言い換えると、関心領域は通常、Ｘ－Ｙ平面内の結合された合成移動によって走査され
、この移動は以下の移動成分からなる：一方向（例えばＹ方向）のステージ移動（ウエハ
移動）、および電子ビーム走査移動、例えばラスタ走査パターン（例えば一方向の連続走
査および直角方向の変位。図１に示された走査パターン１６０）での電子ビーム走査移動
。
　位置決め誤差、例えばステージの機械的移動の誤差を補償するために、任意選択で、調
整された出発位置に電子ビームを移動させることによって、位置補償移動を提供すること
ができる。この位置補償移動は、処理装置３２が、ステージの位置の測定に応じて規定す
ることができる。このステージ位置の測定は、例えばステージ干渉計（ｉｎｔｅｒｆｅｒ
ｏｍｅｔｅｒ）構成要素（図１には示されていない）によって連続的に実行される。
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【００２１】
　本発明によれば、走査中に、電子ビームのステージ移動方向の反対運動である追加の電
子ビーム移動を追加して、電子ビーム走査移動中のこの方向のステージのシフトを補償す
る。この電子ビーム反対運動によって、電子ビーム走査移動中、ステージはより速く移動
することができる。したがって、ステージ速度を増大させることができ、それによって、
走査の質を損なうことなく全体のスループットが増大する。
【００２２】
　図１に示されたシステムの動作は例えば、以下のパラメータによって特徴づけることが
できる：走査のために停止しない毎秒数ミリメートル、例えば毎秒０．１～１００ミリメ
ートルの間の一定のステージ速度を提供することができ、関心領域の長さまたは幅は０．
２５μｍ～２μｍの間、例えば１μｍとすることができ、関心領域の走査中のステージの
移動の長さは０．２５μｍ～２００μｍの間、例えば３０μｍとすることができる。
　多くの場合に、第１の走査継続時間（第１の走査パターンを完了する時間）は、第１の
期間よりも長くあるべきである。例えば、十分な信号対雑音レーションの画像を提供する
のに十分な電子を集めるのに第１の期間が短すぎることがある。したがって、第１の走査
継続時間を長くする必要があり、このことは、機械的移動にもかかわらず（第１の期間に
比べて）より長い期間、電子ビームが関心領域に衝突することを可能にすることによって
、機械的走査を減らすことなく実行することができる。これは、機械的移動を無効にする
第１の反対運動成分を含む第１の走査パターンに従って第１の電子ビームで走査すること
によって実行することができる。このことは、関心領域の走査が、第１の期間よりも長い
第１の走査継続時間を有することを可能にする。
【００２３】
　図３は、Ｙ軸走査制御信号（グラフ１５０）およびＸ軸走査制御信号（グラフ１７０）
を示す。これらの制御信号によって、電子ビーム４５は、それぞれＸおよびＹ軸に沿って
走査し、これらの制御信号は、電子ビーム走査運動と電子ビーム反対運動との結合を示す
。
　グラフ１７０は、（ａ）左から右へスポットで走査する正の向きの線（１７１、１７５
および１７９）、（ｂ）２本の水平走査線間でスポットを垂直に移動させるときにｘ軸変
位を導入しない水平セクション（１７２および１７６）、および（ｃ）右から左へスポッ
トで走査する負の向きの線（１７３および１７７）の繰返しシーケンスを含む。
【００２４】
　エリア１１３を走査するときにウエハ３９が（下から上へ）垂直に移動すると仮定する
と、Ｙ軸走査制御信号１５０は、ステージおよびウエハの機械的移動を無効にする反対運
動成分を含む。固定された速度で移動すると仮定すると、Ｙ軸制御信号１５０は、（ａ）
ウエハの機械的移動を無効にする正の向きの線（１５１、１５３、１５５、１５７および
１５９）、および（ｂ）第１の走査パターン１６０の垂直部分（１６２、１６４、１６８
および１６８）を実行する負の向きの線（１５２、１５４、１５６、１５８）のインター
リービング（ｉｎｔｅｒｌｅａｖｉｎｇ）シーケンスを含む。
　他の電子ビーム走査パターンを適用することもできることに留意されたい。例えば、走
査パターンの向きをウエハの機械的移動に合わせることができ、回転成分を含むことがで
き、ラスタ走査とは異なる形状の多角形を含むことができる。さらに、この移動の速度を
非固定とすることもできる。
　本発明のさまざまな実施形態によれば、全ての関心領域の全体の面積が、ウエハの面積
の小部分（例えば１／Ｑ、Ｑは３よりも大きい）である。
　第１の走査継続時間は、第１の期間の少なくともＲ倍とすることができ、Ｒは２よりも
大きくすることができる。
【００２５】
　図１には、単一の電子ビームでウエハを走査することができるものとしてシステム１０
が示されているが、複数の電子ビームでウエハを走査するようにシステム１０を適合させ
ることもできる。電子光学系９９の２重化もしくは電子光学系９９のいくつかの構成要素
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の２重化によって、ビームスプリッタなどの構成要素の追加によって、および／または図
１に示された構成要素の除去によって、所望の結果を達成することができる。例えば、デ
ュアルカラム電子光学系には、複数の電子ビームを生成することができるものがある。
【００２６】
　図４は、２つの電子ビームによって走査されるエリア１１３を示す。エリア１３は、エ
リア１１３（１）および１１３（２）を提供するため、仮想的に、想像線１８によってエ
リア１３の中央で分割されている。一方のエリア１１３（１）は第１の電子ビームによっ
て走査され、第２のエリア１１３（２）は、追加の第２の電子ビームによってｅ走査され
る。説明を分かりやすくするため、第２のエリア１３１（２）内の関心領域を追加の関心
領域と呼ぶ。
　このようにすると、例えば２重単一ビームカラム構成において、第２の電子ビームによ
って追加の関心領域を走査するように、このシステムを配置することができる。電子光学
系９９は、追加の関心領域ごとに、ウエハの追加の関心領域に向かって第２の電子ビーム
を導くこと、およびウエハを第１の方向に沿って移動させている間に、追加の関心領域を
、第２の電子ビームの第２の走査パターンに従って走査して、追加の関心領域が、第２の
期間中に想像上の第２の固定点の前を通るようにすることを繰り返すように配置される。
この第２の走査パターンは第２の反対運動部分を含み、この第２の反対運動部分は、機械
的移動を無効にし、それによって追加の関心領域の走査が、第２の期間よりも長い第２の
走査継続時間を有することを可能にする。
　本発明の一実施形態によれば、例えば当技術分野で知られている多重カラム単一ビーム
構成においてまたは単一の多重ビームカラムにより、１つまたは複数の電子ビームによっ
て関心領域を走査するように、このシステムが配置される。
【００２７】
　図５は、本発明の一実施形態に基づく方法２００を示す。
　方法２００は、基板の複数の関心領域を走査する方法である。
　方法２００は、段階２１０および２２０から始まる。
　ステップ２１０は、基板と荷電粒子光学系の間に相対運動を導入することを含むことが
できる。
　ステップ２２０は、相対運動を導入している（２１０）間に実行される。
【００２８】
　ステップ２２０は、１つまたは複数の荷電粒子ビームによって関心領域を走査すること
を含むことができる。この走査は、関心領域を走査している間に荷電粒子ビームの反対運
動を実行し、それによって基板と荷電粒子光学系の間に導入された相対運動を無効にする
ことを含む。
　ステップ２２０は、この１つまたは複数の荷電粒子ビームを、反対運動ではない運動で
移動させることを含むこともでき、この運動を、ステージによって導入される相対運動の
方向と同じ方向の運動とすることもできる。
　ステップ２２０は、関心領域でない領域を走査することを含むこともできる。これは、
１つの関心領域から次の関心領域へ移動するときに実施することができる。
　ステップ２２０に続いて、この１つまたは複数の荷電粒子ビームによる関心領域の走査
に応答して基板から発散した電子を集め、集められた電子を示す検出信号を生成するステ
ップ２３０を実行する。
　ステップ２３０に続いて、この検出信号を処理するステップ２４０を実行する。
　本発明の一実施形態によれば、処理装置３２は、関心領域の走査を制御することができ
、（記憶装置３３などの）非一時的コンピュータ可読媒体にアクセスすることができ、ま
た、関心領域の走査を処理装置に制御させる命令を読み取ることができる。この非一時的
コンピュータ可読媒体は、方法２００をシステムに実行させる命令を記憶することができ
る。
【００２９】
　本発明の一実施形態によれば、段階２２０は、同じ関心領域を複数回走査すること含む
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ことができ、それらの走査では、少なくとも２回の走査の、焦点面、焦点深度、ビーム電
流、入射エネルギー、分解能などの画像取得条件が互いに異なる。それらの異なる走査を
使用して、関心領域の３次元画像を再構成することができる。画像取得条件とは、画像取
得プロセス中に適用されたときに、その画像取得プロセスによって得られる画像に影響を
及ぼす可能性がある条件である。
　異なる関心領域は、形状およびサイズを有することができることに留意されたい。ある
いは、少なくとも２つの関心領域の形状および／またはサイズが互いに異なっていてもよ
い。異なる関心領域は部分的に重なってもよく、または全く重なっていなくてもよい。関
心領域の形状および／またはサイズは例えば、前もって決定しておいてもよく、関心領域
の走査プロセス中に決定してもよく、１つまたは複数の関心領域を走査した結果などに応
じて決定してもよい。
【００３０】
　この画像取得は、基板と荷電粒子光学系の間に相対運動を導入している間に実施するこ
とができ、したがってこの方法のスループットを増大させることに留意されたい。このこ
とは、最高１００％に達する効率時間を可能にすることができる。
　本発明は、コンピュータシステム上でラン（ｒｕｎ）するコンピュータプログラムとし
て実現することもでき、このコンピュータプログラムは少なくとも、コンピュータシステ
ムなどのプログラム可能な装置上でランするときに本発明に基づく方法のステップを実行
するコード部分、または、プログラム可能な装置が、本発明に基づく装置もしくはシステ
ムの機能を実行することを可能にするコード部分を含む。このコンピュータプログラムに
よって、記憶システムは、ディスクドライブをディスクドライブ群に割り当てることがで
きる。
【００３１】
　特定のアプリケーションプログラムおよび／またはオペレーティングシステムなどのコ
ンピュータプログラムは命令のリストである。コンピュータプログラムは例えば、サブル
ーチン、関数、手順、オブジェクトメソッド（ｏｂｊｅｃｔ　ｍｅｔｈｏｄ）、オブジェ
クトインプリメンテーション（ｏｂｊｅｃｔ　ｉｍｐｌｅｍｅｎｔａｔｉｏｎ）、実行可
能アプリケーション、アプレット、サーブレット（ｓｅｒｖｌｅｔ）、ソースコード、オ
ブジェクトコード、共有ライブラリ／ダイナミックロードライブラリ、および／またはコ
ンピュータシステム上で実行されるように設計された他の命令シーケンスのうちの１つま
たは複数であることがある。
【００３２】
　コンピュータプログラムは、非一時的コンピュータ可読媒体上に内部的に記憶すること
ができる。情報処理システムに恒久的に、取外し可能にまたは遠隔的に結合されたコンピ
ュータ可読媒体上に、コンピュータプログラムの全部または一部を提供することができる
。限定はされないが、コンピュータ可読媒体には例えば、ディスクおよびテープ記憶媒体
を含む磁気記憶媒体；コンパクトディスクメディア（例えばＣＤ　ＲＯＭ、ＣＤ　Ｒなど
）およびデジタルビデオディスク記憶媒体などの光学記憶媒体；半導体ベースのメモリユ
ニットを含む、フラッシュメモリ、ＥＥＰＲＯＭ、ＥＰＲＯＭ、ＲＯＭなどの不揮発性メ
モリ記憶媒体；強磁性デジタルメモリ；ＭＲＡＭ；レジスタ、バッファまたはキャッシュ
、メインメモリ、ＲＡＭを含む揮発性記憶媒体などが含まれる。
【００３３】
　コンピュータプロセスは通常、実行する（ランする）プログラムまたはプログラムの部
分と、現在のプログラム値および状態情報と、プロセスの実行を管理するためにオペレー
ティングシステムが使用する資源とを含む。オペレーティングシステム（ＯＳ）は、コン
ピュータの資源の共用を管理し、それらの資源にアクセスするために使用するインターフ
ェースをプログラマに提供するソフトウェアである。オペレーティングシステムは、シス
テムデータおよびユーザ入力を処理し、システムのユーザおよびプログラムに対するサー
ビスとして、タスクおよび内部システム資源を割り当て管理することによって応答する。
　コンピュータシステムは例えば、少なくとも１つの処理ユニット、関連記憶装置および
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いくつかの入／出力（Ｉ／Ｏ）装置を含むことができる。コンピュータプログラムを実行
すると、コンピュータシステムは、コンピュータプログラムに従って情報を処理し、その
結果得られた出力情報をＩ／Ｏ装置を介して生成する。
　以上の明細書においては、本発明の実施形態の特定の例を参照して本発明を説明した。
しかしながら、添付された特許請求項に記載された本発明のより幅広い趣旨および範囲か
ら逸脱することなく、さまざまな修正および変更を本発明に加えることができることは明
白であろう。
【００３４】
　さらに、この説明および特許請求の範囲において用語「前（ｆｒｏｎｔ）」、「後ろ（
ｂａｃｋ）」、「頂部（ｔｏｐ）」、「底部（ｂｏｔｔｏｍ）」、「～の上（ｏｖｅｒ）
」などが使用されている場合、それらの用語は、説明目的で使用されており、恒久的な相
対位置を記述するために使用されているわけでは必ずしもない。このように使用された用
語は、適当な状況下において、本明細書に記載された本発明の実施形態が例えば、本明細
書に示されまたは他の方法で記載された向きとは別の向きで機能することができるような
態様で、相互に交換可能であることが理解される。
【００３５】
　本明細書で論じられている接続は、対応するそれぞれのノード、ユニットもしくは装置
から、または対応するそれぞれのノード、ユニットもしくは装置に、例えば中間装置を介
して信号を転送するのに適した任意のタイプの接続とすることができる。そうではないと
暗示または明示されない限り、接続は例えば直接接続または間接接続とすることができる
。接続は、単一の接続、複数の接続、一方向接続または双方向接続に関して図示されまた
は記述されることがある。しかしながら、実施形態によって接続の実施態様は異なること
がある。例えば、双方向接続の代わりに別個の複数の一方向接続を使用することができ、
その逆もまた可能である。また、複数の接続の代わりに、複数の信号を逐次的にまたは時
間多重方式で転送する単一の接続を使用することもできる。同様に、多数の信号を運ぶ単
一の接続を、これらの信号のサブセットを運ぶさまざまな異なる接続に分離することもで
きる。したがって、信号を転送する多くの選択肢が存在する。
　例においては、特定の導電型または電位の極性を記載したが、導電型および電位の極性
は逆にすることができることを理解されたい。
【００３６】
　本明細書に記載されたそれぞれの信号は、正または負論理として設計することができる
。負論理信号の場合、その信号は、論理的に真の状態が論理レベル０に対応するアクティ
ブロー（ａｃｔｉｖｅ　ｌｏｗ）である。正論理信号の場合、その信号は、論理的に真の
状態が論理レベル１に対応するアクティブハイ（ａｃｔｉｖｅ　ｈｉｇｈ）である。本明
細書に記載された信号はいずれも、負または正論理信号として設計することができること
に留意されたい。したがって、代替実施形態では、正論理信号と記載された信号を負論理
信号として実現することができ、負論理信号と記載された信号を正論理信号として実現す
ることができる。
　さらに、本明細書では、用語「表明する（ａｓｓｅｒｔ）」または「セットする（ｓｅ
ｔ）」、および「否定する（ｎｅｇａｔｅ）」（または「デアサートする（ｄｅａｓｓｅ
ｒｔ）」もしくは「クリアする（ｃｌｅａｒ）」）がそれぞれ、信号、状態ビットまたは
同様のアパレイタス（ａｐｐａｒａｔｕｓ）を、その論理的に真の状態または論理的に偽
の状態にすることを言うときに使用される。論理的に真の状態が論理レベル１である場合
、論理的に偽の状態は論理レベル０である。また、論理的に真の状態が論理レベル０であ
る場合、論理的に偽の状態は論理レベル１である。
【００３７】
　論理ブロック間のこれらの境界は単なる例であること、および、代替実施形態は、論理
ブロックもしくは回路要素を併合し、またはさまざまな論理ブロックもしくは回路要素に
機能の代替の分解を課すことがあることを当業者は理解するであろう。したがって、本明
細書に示されたアーキテクチャは単なる例であること、および実際に、同じ機能を達成す
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る他の多くのアーキテクチャを実装することができることを理解すべきである。
　同じ機能を達成する構成要素の任意の配置は、所望の機能が達成されるように効果的に
「関連づけられている」。したがって、特定の機能を達成するように組み合わされた本明
細書の任意の２つの構成要素は、アーキテクチャまたは介在する構成要素に関わりなく、
所望の機能が達成されるように互いに「関連づけられている」と見ることができる。同様
に、そのように関連づけられた任意の２つの構成要素は、所望の機能を達成するために互
いに「動作可能に接続されている」または互いに「動作可能に結合されている」と見るこ
ともできる。
【００３８】
　さらに、上述の操作間の境界は単なる例であることを当業者は理解するであろう。複数
の操作を組み合わせて単一の操作にすることができ、単一の操作を追加の複数の操作に分
散することができ、時間的に少なくとも部分的に重ねて複数の操作を実行することができ
る。さらに、代替実施形態は、特定の操作の複数のインスタンスを含むことができ、他の
さまざまな実施形態では操作の順序を変更することができる。
　さらに、例えば、一実施形態では、図示された例が、単一の集積回路上または同じ装置
内に位置する回路として実現される。あるいは、それらの例を、適当な方式で互いに相互
接続された任意の数の別個の集積回路または別個の装置として実現することもできる。
　さらに、例えば、それらの例またはそれらの例の部分を、適当なタイプのハードウェア
記述言語の場合などのように、物理回路のソフトもしくはコード表現として、または物理
回路に変換できる論理的表現のソフトもしくはコード表現として実現することもできる。
【００３９】
　さらに、本発明は、プログラムできないハードウェア内で実現された物理的な装置また
はユニットだけに限定されない。本発明は、適当なプログラムコードに従って操作するこ
とによって所望の装置機能を実行することができる、メインフレーム、ミニコンピュータ
、サーバ、ワークステーション、パーソナルコンピュータ、ノートパッド、パーソナルデ
ジタルアシスタント、電子ゲーム、自動車システムまたは他の組込みシステム、ならびに
携帯電話およびさまざまな他の無線装置などのプログラム可能な装置またはユニットに適
用することもできる。本出願ではこれらの装置を一般的に「コンピュータシステム」と呼
ぶ。しかしながら、他の修正、変更および代替も可能である。したがって、本明細書およ
び図面は、限定を目的とするものではなく例示を目的とするものであると考えるべきであ
る。
【００４０】
　特許請求項において、括弧に入れられた参照符号は、その請求項を限定すると解釈され
ない。語「備える（ｃｏｍｐｒｉｓｉｎｇ）」は、その請求項に記載されたもの以外の要
素またはステップの存在を排除しない。さらに、本明細書で使用される用語「ａ」または
「ａｎ」は、１つまたは２つ以上と定義される。
　さらに、請求項における「少なくとも１つの（ａｔ　ｌｅａｓｔ　ｏｎｅ）」、「１つ
または複数の（ｏｎｅ　ｏｒ　ｍｏｒｅ）」などの前置きの句の使用が、不定冠詞「ａ」
または「ａｎ」による別の請求項要素（ｃｌａｉｍ　ｅｌｅｍｅｎｔ）の導入が、導入さ
れたそのような請求項要素を含む特定の請求項を、そのような要素を１つだけ含む発明に
限定することを含意すると解釈すべきではない。このことは、同じ請求項が、前置きの句
「少なくとも１つの」または「１つまたは複数の」と、「ａ」、「ａｎ」などの不定冠詞
とを含むときであっても当てはまる。
【００４１】
　同じことが、定冠詞の使用についても言える。特段の記載がない限り、「第１の（ｆｉ
ｒｓｔ）」、「第２の（ｓｅｃｏｎｄ）」などの用語は、そのような用語が記述する要素
を任意に区別するために使用される。したがって、これらの用語が、このような要素の時
間的優先または他の優先を示すことは必ずしも意図されていない。ある種の手段が相互に
異なる請求項に記載されているという単なる事実は、それらの手段の組合せを有利に使用
することができないことを示すものではない。
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【００４２】
　本発明のある種の特徴を本明細書に示し記載したが、当業者には、多くの修正、置換え
、変更および等価物が思い浮かぶであろう。したがって、添付された特許請求項は、本発
明の真の趣旨に含まれるそのような全ての修正および変更をカバーすることが意図されて
いることを理解すべきである。

【図１】 【図２】
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